
２ 技術開発官（陸上担当）

まえがき

技術開発官（陸上担当）では、陸上において使

用する装備品及び需品に関する考案、設計、試作

その他の技術開発を担当し、組織は、総括室及び

第１開発室から第６開発室で構成されています。

、 （ ） 、なお 新戦車 １０式戦車 の開発にあたっては

平成１５年に新戦車開発室が新設されました（開

発終了に伴い平成２１年に廃止 。各開発室は、。）

火器・弾薬、施設器材、車両、通信・情報処理・

電気器材、理化学器材、需品、衛生資材及び電波

・光波器材等を所掌しています。

平成１４年以降の１０年間で技術開発官（陸上

担当）が担当して開発し装備化された装備品は、

１５件あります。また、平成１４年には１０件の

技術開発が実施されていましたが、平成２４年に

実施している技術開発は、３件（機動戦闘車、新

除染セット、新電子戦システム）と少なくなって

います。次に、開発が完了した主な装備品の概要

について説明します。

０３式１５５ｍｍりゅう弾砲用多目的弾は、親

弾から放出された子弾により多数の敵軽装甲目標

等を制圧可能な、装甲貫徹力と破片効果を併せ持

つ弾薬として開発されました。子弾信管部の作動

性能は高い信頼性を有していますが、クラスター

弾に関する条約への署名により廃棄することとな

りました。

０６式小銃てき弾は、隊員が小銃に装着し、敵

人員・軽装甲目標等を殺傷制圧するために使用す

る小銃てき弾として開発され、後方飛散物の極限

や発射反動の低減が図られています。

地雷探知器画像型は、８９式地雷探知器を改善

し、地雷を確実・迅速に探知するために使用する

画像表示型地雷探知器であり、画像表示による探

知性能の向上とニューラルネットワークの適用に

よる識別処理性能の向上が図られました。

０７式機動支援橋は、８１式自走架柱橋の後継

として開発されました。小型軽量で高強度の単径

間架橋（中途に橋脚をもたない架橋）です。

１０式戦車は、現有戦車の後継として我が国の

国土地形・戦い方に適合した国産戦車として開発

されました。主砲の１２０ｍｍ戦車砲及び弾薬も

国産です。戦車相互のデータによるリアルタイム

の情報交換及び表示が可能であり、モジュール装

甲を有し、全備重量約４４ｔと小型・軽量化が図

られています。また、開発にあたっては、部品の

共通化等によりライフサイクルコストの抑制を図

りました。

師団通信システム（改）は、師団通信システム

のフォローアップとして実施し、民生品の活用等

による取得単価の低減と汎用プロトコルの使用に

よる連接性の向上が図られました。

野外通信システムは、現有方面電子交換システ

ム、各種機能別無線機等の後継として開発され、

ソフトウェア無線機化による機能別無線機の統

合、ネットワークの自律分散化、高速移動体通信

への対応、要求に応じた伝送時間・品質保証、効

率的なネットワーク制御等が図られています。

ＮＢＣ偵察車は、化学防護車及び生物偵察車の

後継として開発されました。高感度かつ同定能力

に優れた最新のＮＢＣセンサを搭載し、広域にわ

たる有毒化学剤、生物剤及び放射能汚染地域の偵

察・情報収集能力が向上しています。

地上レーダ装置１・２号、基幹連隊指揮統制シ

ステム（ＲｅＣＳ 、対空戦闘指揮統制システム）

ＡＤＣＣＳ 及び火力戦闘指揮統制システム Ｆ（ ） （

ＣＣＳ）は、各種戦闘等における情報の収集・処

理・伝達・指揮統制を迅速・的確に実施するため

、 。に開発され Ｃ４Ｉ２能力の向上が図られました

以下、５０年史以降、開発を完了したこれらの

主要な装備品の開発経緯等について紹介します。



（１）０３式１５５ｍｍりゅう弾砲用多目的弾

ア 目 的

１５５ｍｍりゅう弾砲から射撃され、主と

して多数の軽装甲目標を制圧するために使用

する１５５ｍｍりゅう弾砲用多目的弾を開

発する。

イ 線 表

年度 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５

実 研 試 部研 試 作 装

施 備

線 所 試 技 試 化

表 実 試

ウ 経 緯

(ｱ) 研究試作以前

陸上自衛隊で米国から購入した多目的弾

の参考品を平成３年度に試験したが、試験

の結果、導入を断念し国内開発へ移行する

こととなった。

(ｲ) 研究試作（平成４年度）

米国製の子弾信管は着発作動のみであっ

たが、国内開発にあたっては、着発作動機

構に加えて、自爆機構及び不発時安全化機

構も有する子弾信管とした。

子弾の信管作動性及び飛しょう安定性等

の各種の性能を確認するための試験用子弾

４９８発を研究試作した。

(ｳ) 所内試験（平成５年度）

子弾の落下安定性、放出作動性、回転静

爆を含む威力性能及び強度等について、６

回の試験を実施し、性能を確認した。

(ｴ) 研究試作（平成５年度）

親弾の弾道特性、強度、子弾放出性能、

子弾散布性能及び長射程多目的弾のための

ベースブリードユニットの性能等を確認す

るための試験弾２２０発並びに子弾の飛し

ょう安定性及び信管作動性等を確認するた

めのを試験用子弾を試作した。

(ｵ) 所内試験（平成６年度）

、 、 、火砲適合性・強度 弾道特性 散布特性

耐環境性及び子弾機能等について、１１回

の試験を実施し、性能を確認した。

(ｶ) 部内研究（平成７年度）

試験評価要領検討会等を実施した。

(ｷ) 試作（平成８～１２年度）

試作（その１）で多目的子弾１６０個及

、 （ ）び通常射程多目的弾３８発 試作 その２

で通常射程多目的弾９８発及び長射程多目

的弾３３発、試作（その３）で通常射程多

目的弾１２５発及び長射程多目的弾３６９

発、試作（その４）で通常射程多目的弾

２５８発及び長射程多目的弾３７３発、合

計で通常射程多目的弾５１９発及び長射程

多目的弾７７５発を試作した。各多目的弾

は、子弾信管の着発及び自爆作動性等の性

能を確認するための試験用子弾を内蔵して

いる。

(ｸ) 技術試験（平成９～１２年度）

子弾単体として、子弾信管作動性、子弾

飛しょう安定性及び動的威力等の１０項

目、多目的弾として、適合性、散布性能、

散布作動性能、ＩＴＯＰ安全性、最大射程



及び総合威力等の１６項目の試験を実施

し、米国試験を含め３５回の技術試験を実

施した。

技術試験は、延べ６２２日、官側試験参

加者約２万人日（うち陸上自衛隊支援約１

万３千人日）という弾薬の技術試験として

は大規模なものであった。また、別途大規

模な陸上自衛隊の支援を受け、矢臼別演習

場に子弾弾着地（現ＡＳＲ弾着地）を造成

した。さらに下北試験場にも短射程試験用

の子弾弾着地を造成した。

技術試験終了報告において、技術試験の

成果は、技術開発実施計画書に記載された

、 、設計の基本となるべき装備品の性能 諸元

構造等を満足し、実用試験に移行できるも

のと判断された。

(ｹ) 米国における技術試験の教訓等

平成１２年９月４日から同年１２月２３

日に米陸軍ユマ試験場（アリゾナ州）にお

、 、 、いて 連続環境試験に引き続き 最大射程

長射程射撃における弾道性能・散布性能及

び総合威力試験等を実施した。

以下に発生した問題点及び教訓等を記

す。第１は米国信管の早発である。米国試

験の当初に実施することを規定されている

連続環境試験は、環境負荷を印加した試験

弾を射撃し、飛しょう間に異常のないこと

を確認するものであるが、試験場の安全管

理上、試験弾の内蔵実子弾が確実に起爆す

ることが要求されたため、米軍と同じ方法

として、スポッティングチャージ及び米国

Ｍ７６２信管を使用したところ、発射後十

数秒で信管の早発が１５回の射撃のうち２

回発生した。原因調査の結果、米国製信管

の不具合であることが判明し、米国で当時

開発中であった５２口径長１５５ｍｍりゅ

う弾砲であるクルセーダの試験に用いた実

績のあるＭ７６７に変更し試験を継続し

た。当時我が国は９９式１５５ｍｍ自走り

ゅう弾砲（以下 「９９ＨＳＰ」と呼ぶ ）、 。

の開発を終了しており、長射程化に関して

は技術的に優位であったため、そのような

分野においては、米国側との慎重な事前調

整やＦＭＳ試験における技術流出について

の着意が必要と思料する。

第２に、陸自より管理換を受けたＦＨ７

０の２門のうち１門がシール不良により復

座機液室に多量のガスが混入し、射撃不能

となった。また、残り１門のＦＨ７０及び

９９ＨＳＰ試作車についても小故障が頻発

した。幸いにして試験中止のような事態は

免れたが、長射程射撃の火砲に与える高負

荷及び仕様以上の酷暑環境等を考慮し、入

念な事前整備や部品の携行等の処置は不可

欠である。

、 。 、一方 以下のような成果を得た 第１は

現場での信頼関係構築及び粘り強い交渉並

びに国内の迅速な対応による当初計画以上

の成果の獲得である。当初は、子弾散布試

験における子弾捜索、回収及び子弾弾着地

内の計測すべてが米側担任であり、そのた

め散布試験は１日４発程度に制限されてい

た。また、試験弾の組み替え等は一切禁止

という条件であった。しかしながら、試験

途中から子弾捜索・回収等は日米共同で実

施及び試験弾の子弾等の組み替えは指定さ

れた施設内で実施可となった。このため、

国内にある試験用子弾信管を速やかに追加

、 、輸出し 現地で再組み立てすることにより

長射程の子弾散布試験の試験数を増加させ

た。

第２は、計測技術交流である。米側の弾

道レーダ計測及び日本側の高速度ビデオ計

測の要員チームで、弾道レーダ上に高速度

ビデオを設置し、長射程射撃において子弾

の空中放出の高速度動画映像の撮影を成功

させる等の成果を得た。

(ｺ) 実用試験（平成１２～１４年度）

陸上自衛隊において平成１２年度から平

成１４年度に実用試験が実施されたが、平



成１３年４月２３日に９９ＨＳＰ試作車２

両等の実用試験用機材等を積載した輸送船

が金華山沖１，３００ｋｍで沈没し、同年

の米国での実用試験及び装備化が１年遅延

した。

また、平成１５年１月の実用試験報告に

より、長官から部隊の使用に供し得るもの

と認められた。

(ｻ) 制式化

長官から制式の採用が可とされ、平成

１５年７月０３式１５５ｍｍりゅう弾砲用

多目的弾の制式が制定された。

(ｼ) 射表編さん試験

陸上自衛隊が、技術試験及び実用試験の

結果に基づき、平成１６年度に仮射表を制

定した。平成１７年度から平成２０年度ま

でに米国試験３回を含め、延べ６回の射表

編さん試験を実施したが、我が国のクラス

ター弾規制条約への署名により、射表編さ

ん試験を中止したため、射表は制定されて

いない。

(ｽ) クラスター弾に関する条約

我が国は平成２０年１２月３日に署名

し、本条約は平成２２年８月１日に発効さ

れた。これにより０３式１５５ｍｍりゅう

弾砲用多目的弾の処分が決定された。

エ 結 果

(ｱ) 多目的弾は、９０式時限信管Ⅱ型の作動

により放出薬が燃焼し、そのガス圧により

子弾を放出する。

(ｲ) 放出された子弾は、軽装甲目標に命中す

、 、ると子弾信管が作動して 装甲板を貫徹し

内部に損傷を与える。また、地面に弾着し

ても信管が作動し、人員等の地上の暴露目

標に対して破片効果を与える。

(ｳ) 子弾信管は、一定の時間が経過すると爆

破する自爆機構及び自爆しなかった場合に

容易に作動しない状態になる不発時安全化

機構を有し、諸外国の類似弾薬に比して、

高い安全性を達成した。

(ｴ) 親弾の形状は、低抵抗の空力特性による

長射程化と大きなペイロードを両立し、カ

ーゴ弾として優れた設計である。

(ｵ) 弾殻を内部から加熱して弾帯を取り付け

る蝋付け溶接方式を新規に実用化した。

(ｶ) 通常射程多目的弾のベース（弾低部）を

ベースブリードユニットに交換することで

長射程多目的弾にできるモジュール方式の

設計である。

(ｷ) 実験施設では実現が不可能な低温・低圧

環境でのベースブリードの高速回転時の燃

焼特性に関するデータ取得のため、テレメ

ータ弾を専用試験装置として設計・製造し

た結果、各種電装品及びセンサー等の耐衝

撃性設計技術が向上し、じ後の高精度化弾

薬システムの研究試作及び高精度火力戦闘

システム構成要素の研究試作において技術

的に伝承されている。



写真１ 試作品

写真２ 米国射撃試験における長射程射撃での空中放出状況

写真３ 米国射撃試験（総合威力試験）における実子弾弾着状況



（２）０６式小銃てき弾

ア 目 的

小銃手等が近距離戦闘において、小銃に装

着し、主として敵人員を殺傷・制圧するた

めに使用する新小銃てき弾を開発する。

イ 線 表

年度 ６～７ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８

実 所研 研 試 試 作 装

試 備

線 所 試 技試 化

表 実試

ウ 経 緯

(ｱ) 所内研究以前

陸上自衛隊が仏国製の小銃てき弾を参考

品購入し、実用試験を実施したが、平成４

年度に導入を断念した。

(ｲ) 所内研究（平成６～７年度）

導入を断念した仏国製小銃てき弾と同様

の小銃弾丸を捕捉する弾丸トラップ方式に

ついて、６４式及び８９式の両小銃弾に適

合する弾丸トラップの構造、材質及び形状

等について研究した。

(ｳ) 研究試作（平成１０～１２年度）

所内研究の成果を受けて、弾丸トラップ

方式を採用した。信管は着発機構及び自爆

機構を有し、弾頭は破片威力及び侵徹威力

を有するものとした。

研究試作（その１）で、威力等確認用の

弾頭部５４発、信管の着発及び自爆機構等

確認用の信管部６６発、並びに弾丸トラッ

プ及び飛しょう性能等確認用の模擬試験弾

４６２発等を試作した。

研究試作（その２）で、分離飛しょう方

式について研究試作し、信管試験弾等の試

験弾２４６発及び作動機構部等の機構部

１２９発等を試作した。

(ｴ) 所内試験（平成１１～１２年度）

威力、信管作動性、飛しょう特性及び安

全性等の１３項目について、１３回の試験

を実施し、試作に移行できるものと判断さ

れた。

(ｵ) 試作（平成１４～１６年度）

小型・軽量化、低コストを図ったシステ

ムの最適化技術及び発射薬筒による分離飛

しょう技術を技術的課題として、試験弾

１，２７５発、演習弾の試験弾及び発射薬

筒各４８１発、固定型及び簡易型照準具並

びに試験用弾頭部３０発等を試作した。

(ｶ) 技術試験（平成１６年度）

後方飛散物安全性、弾道特性、信管安全

性・作動性能及び破片及び侵徹威力等につ

いて、９回の試験を実施した。

技術試験と実用試験の同時実施について

長官より承認された。

技術試験終了報告において、技術開発実

施計画書に記載された設計の基本となるべ

き装備品等の性能、諸元、構造等を達成し

たものと判断された。

(ｷ) 実用試験（平成１６～１７年度）

弾頭威力、射程、信管作動性、安全性及

び操用性等について試験が実施され、平成

１７年１１月の実用試験報告により、部隊



の使用に供し得ると報告された。

(ｸ) 制式化

長官から制式の採用が可とされ、平成

１８年１１月に０６式小銃てき弾（写真

１ 、０６式演習小銃てき弾（写真２ 、） ）

０６式７．６２ｍｍ演習小銃てき弾発射薬

筒、０６式５．５６ｍｍ演習小銃てき弾発

射薬筒 ０６式小銃てき弾用照準具Ⅰ型 写、 （

真３）及び０６式小銃てき弾用照準具Ⅱ型

（写真４）として、制式が制定された。

エ 結 果

(ｱ) ０６式小銃てき弾は、弾丸トラップ方式

を採用し、８９式小銃及び６４式小銃から

小銃弾を用いて射撃するものであり、後方

飛散物からの安全性を確保するため及び発

射反動の低減化のために分離飛しょう方式

を採用している。

弾頭は対人及び対軽装甲効果を有し、信

管には着発作動しない場合に一定の時間で

作動する自爆機構を有する。

(ｲ) ０６式演習小銃てき弾は、信管等を有せ

ず無火薬である。専用の発射薬筒で発射さ

れ、実弾と同等の弾道特性を示す。

(ｳ) 小銃に取り付ける照準具及び小銃てき弾

に取り付ける簡易型照準具（写真５）を有

する。

写真１ ０６式小銃てき弾

写真２ ０６式演習小銃てき弾

写真３ 照準具Ⅰ型 写真４ 照準具Ⅱ型 写真５ 簡易照準具(表裏)



（３）地雷探知器画像型

ア 目 的

８９式地雷探知器を改善して、各部隊に

装備し、地雷を迅速・確実に探知するため

に使用する画像表示型地雷探知器を開発す

る。

イ 線 表

14 15 16 17 18 19年度

実 装

施 試 作 備

線 技術試験 化

表 実用試験

ウ 経 緯

(ｱ) 試 作

平成１０年から１２年度にかけて実施

された「複合センサ埋設地雷探知システ

ム」の研究において、探知信号をコンピ

ュータで識別処理し、画像で分かりやす

く表示する地雷識別技術の有効性が実証

された。

この研究成果を活用し平成１４年度か

ら１６年度にかけて画像表示型地雷探知

器（画像表示部、検知部、操作・信号処

理部及び電源部等）が試作された。

画像表示型地雷探知器の設計の基本方

針としては、探知情報の画像表示化及び

小型軽量化、センサ感度の向上、識別処

理による探知率の向上、誤信号の低減及

びコストの低減が掲げられた。

(ｲ) 技術試験

平成１６年５月から平成１８年８月ま

、 、での間 ９コ次試験にわたって探知性能

操用性、安全性、相互干渉性、信頼性等

各性能確認試験を第４研究所、紅葉山演

習場、原村演習場、東富士演習場、新屋

演習場、勝田小演習場、上富良野駐屯地

等において実施した。

試験期間を通じて、各種土質条件にお

、 、 、いて 探知感度 探知速度等の探知性能

操用性、信頼性等の確認を行った。

技術試験の結果は、技術開発実施計画

書に記載された「設計の基本となるべき

装備品等の性能、諸元、構造等」を満足

することが明らかになった。

表示部

検知部

操作・信号処理部、電源部

画像表示型地雷探知器



操用性試験

(ｳ) 実用試験

陸上自衛隊において、平成１７年１２

月から平成１８年８月までの間実施さ

れ 「運用構想、装備を必要とする要件、

及び要求性能を満足しており、部隊の使

用に供し得る 」ことが報告された。。

(ｴ) 部隊使用承認

平成１８年１１月に実施された装備審

査会議調整部会において実用試験の結果

が報告・評価された結果、８９式地雷探

知器（改善）は「要求性能を満足してお

り、部隊の使用に供し得る 」ものと認。

められ、平成１９年３月、部隊使用承認

の決定を受け、地雷探知器画像型として

装備化された。

エ 結 果

本装備品は、携帯型地雷探知器に適合した

地雷識別技術（信号処理技術、識別処理技術

及び画像処理表示技術 、小型軽量化技術の）

達成により、従来の８９式地雷探知器に比べ

て、隊員の習熟度等に左右されにくくなり、

より確実な地雷探知が可能となった。

（４）０７式機動支援橋

ア 目 的

現有８１式自走架柱橋の後継として、施

設科部隊に装備し、作戦地域の河川、地隙

等に架設して、第一線部隊の機動を容易に

するために使用する新架橋を開発する。

イ 線 表

年度 １５ １６ １７ １８ １９

実 装

施 試 作 備

線 技術試験 化

表 実用試験

ウ 経 緯

(ｱ) 試 作

平成１１年から１３年度にかけて実施

された研究試作、所内試験の成果を踏ま

え、平成１５年から１７年にかけて新架

橋（橋体、架設車及び橋節運搬車等）が

試作された。

本試作は、架設する河川の河床土質、

流速等の影響を受けない単径間橋を架設

するための方式とした。架設車の供給装

置により逐次繰り出され、対岸に達着し

たガイドビーム上を近岸から橋節を送り

出すこととしている。

新架橋の設計の基本方針として、安全

かつ迅速に架設・撤収できる橋体、架設

機構の実現を図ることとし、重視事項と

して、架設機構に必要な強度の確保、架

設作業の自動化項目の適切な選定、橋体

・架設機構の高強度、小型軽量化及び量

産単価の低減が掲げられた。



新架橋（架設車）

新架橋（架設された橋体）

(ｲ) 技術試験

平成１７年４月から平成１８年３月ま

、 、での間 ９コ次試験にわたって橋梁性能

作業性能、機動性能、耐環境性等の各性

能確認試験を第４研究所、北海道大演習

場、大村駐屯地、勝田駐屯地、日立製作

所(株)土浦工場等において実施した。

試験期間を通じて、傾斜地等の各種地

形環境及び各種車両の通行条件を組み合

、 、わせた試験実施条件を設定し 橋梁性能

作業性能、機動性能等の確認を行った。

技術試験の結果は、技術開発実施計画

書に記載された「設計の基本となるべき

装備品等の性能、諸元、構造等」を満足

することが明らかになった。

作業性能試験（橋節組み立て）

作業性能試験（橋体が繰り出される新架橋）

橋梁性能試験（９０式戦車の連続通行）

(ｳ) 実用試験

陸上自衛隊において、平成１８年１月

から平成１８年９月までの間実施され、

「運用構想、装備を必要とする要件及び

要求性能を満足しており、部隊の使用に

供し得る 」ことが報告された。。



(ｴ) 制式化

平成１８年１１月に実施された装備審

査会議調整部会において実用試験の結果

が報告・評価された結果、新架橋は「要

求性能を満足しており、部隊の使用に供

し得る 」ものと認められた。。

また 「制式の採用を適当と認める 」、 。

との決定を受け、平成１９年３月、

「０７式機動支援橋」として制式化され

た。

エ 結 果

本装備品は、架設のための自動化技術、架

設機構の高強度・小型軽量化技術の達成によ

り、従来の８１式自走架柱橋に比べて、架設

する河川の状況に左右されることなく架設が

行えるようになったほか、より少ない準備で

架橋の架設が実施できるようになった。

主要諸元等は、下記のとおりである。

項 目 諸 元 等

乗 員 ２名

全備重量 約４１．８ｔ

全 長 約１０．９ｍ

全 幅 約４．０ｍ

全 高 約３．２ｍ

橋梁形式 単径間橋

橋 長 ６０ｍ

橋梁等級 ＣＬ６０

架設構造 油圧・水平押出方式

（５）１０式戦車

ア 目 的

現有戦車の後継として戦車部隊に装備

し、対機甲戦闘・機動打撃及びゲリラ・コ

マンドウ攻撃対処に使用する新戦車を開発

する。

イ 線 表

年
14 15 16 17 18 19 20 21 22

度

新戦車(その１)

新戦車(その２) 装実

新戦車(その３) 備施

新戦車(その４) 化線

新戦車(その５)表

技術試験

実用試験

ウ 経 緯

(ｱ) 試 作

平成８年度から１２年度にかけて実施

された研究試作及び所内試験、平成１１

年度から１３年度にかけて実施された部

内研究に引き続き、平成１４年度から

２０年度にかけて試作が実施された。新

戦車（その１）では実弾、架台砲を含む

砲塔システム（その１）を、新戦車(そ

の２)では砲塔システム（その２）及び

台上試験用の動力装置を含む車体システ

ム（その１）を、新戦車(その３)では自

（ ）動装填装置を含む砲塔システム その３

及び自走できる車体システム（その２）

を、新戦車（その４）では砲塔システム

（その４）及び車体システム（その３）

からなる戦車(その１)を、新戦車（その

） （ ）５ では戦車４両からなる戦車 その２

無段階自動変速操向機による戦術機動性

の向上を確認した。



防護性能は、着脱可能なモジュール装

甲の実装化を達成して将来の拡張性を確

保しつつ防護力が向上していることを確

認した。

新戦車は、技術開発実施計画書に記載

された「設計の基本となるべき装備品等

の性能、諸元、構造等」を満足すること

が確認された。

射撃試験

機動試験

(ｳ) 実用試験

陸上自衛隊において平成２０年７月か

ら２１年１０月までの間実施され、ＦＴ

Ｃ（富士訓練センター）及びＡＣ－ＴＥ

ＳＣ（機甲戦闘訓練評価センター）にお

けるバトラー戦闘を含む試験により評価

され「運用構想、装備を必要とする要件

及び要求性能に適合しており、部隊の使

用に供し得る 」ことが報告された。。

(ｴ) 部隊使用承認

平成２１年１２月に実施された装備審

査会議において実用試験の結果が報告さ

、 「 、れ 新戦車は 要求性能を満足しており

部隊の使用に供するものと認める 」と。

。 、「 」の評価がなされた また １０式戦車

と名称を定められた。

エ 結 果

主要諸元は次のとおりである。

乗 員：３名

全備重量：約４４．４ｔ

全 長：約９．４ｍ

全 幅：約３．２ｍ

全 高：約２．３ｍ（標準姿勢）

旋回性能：超信地

最高速度：約７０ｋｍ／ｈ

エンジン：水冷４ｻｲｸﾙﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ

武 装：

１２０ｍｍ滑腔砲 ・・・１

１２．７ｍｍ重機関銃 ・・・１

７４式車載７．６２ｍｍ機関銃・・・１

オ 特記事項

１０式戦車は、火力、機動力及び防護力

を向上するとともに指揮統制機能の付与、

小型軽量化及び低コストを実現した。

特に、迅速・正確に僚車の位置情報、目

標情報等を共有して火力と機動を統制でき

る戦闘力総合化機能を搭載し、将来戦に有

効な主力戦車を開発した。



（６）師団通信システム（改）

ア 目 的

７９式無線搬送装置、７９式電子交換装

置２号等の後継である師団通信システムに

おいて、民生品の活用等による取得価格の

低減と汎用プロトコルの使用による連接性

の向上を図るためのフォローアップを行

う。

イ 線 表

11 12 13 14 15 16 17年度 ～

実 装部内研究

施 備試 作

線 化技術試験

実用試験表

ウ 経 緯

(ｱ) 部内研究

平成１１～１２年度にシステムスタデ

ィを実施した。

(ｲ) 試 作

、 、平成１３～１５年度に 無線搬送装置

交換装置、移動加入装置、端末装置、網

管理装置、連接装置及び整備支援装置を

試作した。

(ｳ) 技術試験

平成１５～１６年度に技術試験を実施

した。

１次試験は、平成１５年６～８月に基

本性能(１)試験を飯岡及び三宿地区で実

施した。

２次試験は、平成１５年８～９月に基

本性能(２)試験を相模原地区で実施し

た。

３次試験は、平成１５年９～１０月に

システム性能試験を東富士地区で実施し

た。

４次試験は、平成１６年１～２月に寒

冷地性能試験を東千歳地区で実施した。

５次試験は、平成１６年２～３月に連

接性能試験を久里浜地区で実施した。

６次試験は、平成１６年５～６月に通

達性能試験を東千歳地区で実施した。

７次試験は、平成１６年７～８月に酷

暑地性能試験を大矢野原地区で実施し

た。

その結果、師団通信システム（改）は

技術開発実施計画書に記載された「設計

、 、の基本となるべき装備品等の性能 諸元

構造等」を達成したものと判断された。

(ｴ) 実用試験

陸上自衛隊において、平成１５年１１

月～平成１６年９月の間実施され 「師、

団通信システム（改善）は要求性能を満

足し、部隊の仕様に供し得る 」ことが。

報告された。

(ｵ) 部隊使用承認

平成１６年１２月に、部隊での使用が

承認された。

エ 結 果

(ｱ) 構 成

主構成 細部構成

無線搬送装置 幹線用無線搬送装置

幹線用無線搬送中継装置

局地用無線搬送装置

局地用無線搬送中継装置

交 電子交換装置 中枢用電子交換装置

換 指揮所用電子交換装置

装 大隊等用電子交換装置

置 手動交換機

多重化装置

移動加入装置 移動加入者基地局装置

移動加入者端末装置

端末装置 電話端末装置

画像端末装置

網管理装置

連接装置

整備支援装置



(ｲ) 主要性能

項 目 性 能

伝送・交換内容 音声・データ・画像

交換方式 民生ＡＴＭ交換

無線 幹線用 ＵＨＦ帯

搬送 局地用 ＶＨＦ帯

移動加入装置 野外無線機を活用（ＶＨＦ

帯）

データ端末等の 接続及びダイヤルアEther
接続 ップ接続

オ 特記事項

制式化はせず。

図１ 幹線用無線搬送装置

図２ 中枢用電子交換装置

図３ 移動加入基地局装置

図４ 画像端末装置



（７）野外通信システム

ア 目 的

現有方面隊電子交換システム、師団通信

システム及び各種機能別無線機の後継とし

て方面隊、師団等に装備し、方面隊、師団

等の指揮・統制・情報伝達のための通信を

継続的に確保するために使用する新野外通

信システムを開発する。

イ 線 表

1 6 19 20 21 22 23 24年度 ～

18
部内研究 試作(その１)実

試作(その２)施

試作(その )線 3
技術試験表

実用試験

ウ 経 緯

(ｱ) 部内研究

平成１６～１８年度にシステムスタデ

ィを実施した。

(ｲ) 試 作

平成１９～２２年度に、試作(その１)

としてアクセスノード装置及び広帯域多

目的無線機を、試作(その２)としてバッ

クボーンノード装置、ネットワーク管理

装置、指揮所用ネットワーク装置及び端

末装置を、試作（その３）としてノード

中継装置及び整備支援装置を試作した。

(ｳ) 技術試験

平成２１～２３年度に技術試験を実施

した。

１次試験は、平成２１年９～１１月に

試作(その１)の基本性能試験を飯岡地区

で実施した。

２次試験は、平成２１年１０～１２月

に試作(その１)のサブシステム性能試験

を東富士及び上富良野地区で実施した。

装
備
化
（
広
帯
域

多
目
的
無
線
機
）

装
備
化
（
全
体
シ
ス
テ
ム
）

３次試験は、平成２２年７～８月に試

作(その２)の基本性能試験を飯岡及び東

富士地区で、耐環境性試験を相模原地区

で実施した。

４次試験は、平成２２年８～１０月に

試作（その１）及び（その２）のシステ

ム性能試験を東千歳地区で実施した。

５次試験は、平成２２年１１月に試作

（その３）の耐環境性試験を相模原地区

で実施した。

６次試験は、平成２２年１１～１２月

に試作（その１ （その２）及び（そ）、

の３）のシステム性能試験を東千歳地区

で実施した。

７次試験は、平成２３年１～２月に寒

冷地性能試験を東千歳及び旭川地区で実

施した。

８次試験は、平成２３年２～３月に連

接性能試験を東富士及び久里浜地区で実

施した。

９次試験は、平成２３年５～８月にシ

ステム総合試験を東富士地区で実施し

た。

１０次試験は、平成２３年７月に機上

試験を明野及び東富士地区で実施した。

１１次試験は、平成２３年７～８月に

酷暑地性能試験を福岡地区で実施した。

１２次試験は、平成２３年９～１１月

に空輸・空投性等試験を習志野、東富士

及び入間地区で実施した。

その結果、野外通信システムは技術開

発実施計画書に記載された目標性能を達

成したものと判断された。

(ｴ) 実用試験

陸上自衛隊において、平成２３年２月

～平成２４年１月までの間実施され、

「新野外通信システムは、要求性能を満

足し、部隊の使用に供し得る 」ことが。

報告された。



(ｵ) 部隊使用承認

平成２４年４月に、部隊での使用が承

認された。

エ 結 果

(ｱ) 構 成

主構成 細部構成

バックボーンノード装置

アクセスノード装置

ノード中継装置

ネットワーク 運用管理装置

管理装置 セキュリティ装置

整備支援装置

広帯域多目的 車両用

無線機 機上用

携帯用Ⅰ型

携帯用Ⅱ型

指揮所用ネッ 多重化装置

トワーク装置 端末接続装置

信務処理装置

延長器(無線 有LAN /

線)

端末装置 データ端末装置

無線 アダプタLAN

電話端末装置

(ｲ) 主要性能

項 目 性 能

システム性能 ﾊﾞｯｸﾎﾞｰﾝ 共通情報通信基

ﾉｰﾄﾞ装置 盤の提供

連 基地通信網 ・ｱｸｾｽ シームレス化

接 民間通信網 ﾉｰﾄﾞ装置 幹線伝送路とし

性 て利用

移動間通信 指揮システムデ

ータ伝送可

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
イ
ン
フ
ラ

ユ

ー

ザ

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

（続き）

項 目 性 能

機能別無線機の 広帯域 ソフトウェア無

統合 多目的 線機化により統

無線機 合

他自衛隊等との ソフトウェアの

通信（拡張性） 変更により対応

の可能性

オ 特記事項

広帯域多目的無線機は、平成２３年度補

正予算から取得を開始した。

図１ アクセスノード装置

図２ 広帯域多目的無線機（車両用）



（８）ＮＢＣ偵察車

ア 目 的

化学防護車及び生物偵察車の後継として

化学防護隊（小隊）等に装備し、広域にわ

たる有毒化学剤、生物剤及び放射能汚染地

域の状況を迅速に偵察し、じ後の部隊運用

等に必要な情報を収集するために運用され

るＮＢＣ偵察車を開発する。

イ 線 表

年
１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

度

試作（その１） 装実

試作（その２） 備施

技術試験 化線

実用試験表

ウ 経 緯

(ｱ) 試 作

平成１５年度から平成１６年度にかけ

て実施された部内研究に引き続き、平成

１７年度から１９年度にかけて試作（そ

の１）として試作車（車両性能評価用）

その１（以下１号車）１両、ＮＢＣセン

サシステム一式及び専用試験装置（その

１）一式が試作された。これと一部並行

して平成１８年度から２０年度にかけて

試作（その２）として試作車（総合性能

） 、 （ ）評価用 ２両 試作車 車両性能評価用

その２（以下２号車）１両及び専用試験

装置（その２）一式が主に㈱小松製作所

により試作された。

ＮＢＣ偵察車の設計の基本方針とし

て、情報を収集・処理・伝送するための

器材のシステム化及び最適化並びに指揮

システム連接装置については陸自指揮シ

ステム等のハードウェア・ソフトウェア

の共通化等が掲げられた。

試作車(総合性能評価用）

ＮＢＣセンサシステム

(ｲ) 技術試験

平成１９年１１月から平成２１年６月

までの間において、ＮＢＣ偵察機能の検

知・識別・測定性能及び標定・観測性能

、 、 、について 陸上装備研究所 札幌試験場

陸上自衛隊化学学校及び東富士演習場で

実施した。これと並行して、車体部の超

堤・超壕性能、静特性、路上機動性能、

路外機動性能、耐振動・耐衝撃性能、高

速連続走行性能、耐環境性能、ＮＢＣ防

護性能、耐弾性能を陸上装備研究所、札

、 （ ）、幌試験場 日本自動車研究所 つくば

上富良野演習場、日出生台演習場、新屋

演習場、十文字原演習場及び関東補給処

において実施した。また、Ｃ４Ｉ２シス

テム連接機能の通信性能、情報処理性能

及び連接性能については電子装備研究

所、東富士演習場及び久里浜駐屯地にお

いて実施した。試験期間中、試作車（総



合性能評価用）により、有毒化学剤の擬

剤を用いて検知できることを確認すると

ともに、１号車は約１４，０００ｋｍ、

２号車は約１３，０００ｋｍ走行し、信

頼性・耐久性の確認を行った。技術試験

の結果を受けて平成２１年１０月に研究

開発評価会議が開催され 「ＮＢＣ偵察、

機能及びＣ４Ｉ２機能を一車搭載可能な

ＮＢＣ偵察車について、本技術試験の成

果により、平成２１年度技術開発実施計

画書に記載された目標性能を満足するこ

とを確認した 」と評価された。。

耐振動・耐衝撃性能確認試験（札幌試験場）

(ｳ) 実用試験

陸上自衛隊において、平成２０年１月

から平成２１年９月までの間、実用試験

を実施した。期間中、２１年１月から６

月までの間は、積雪寒冷地試験、放射線

防護試験、小隊システム連接試験、市街

地環境試験及び補給整備性試験を技術試

験と同時並行的に実施した。平成２１年

１０月に実施された装備審査会議調整部

会において実用試験の結果が報告され、

ＮＢＣ偵察車は「要求性能を満足し、部

隊の使用に供し得る 」と評価された。。

(ｴ) 部隊使用承認

平成２２年３月に部隊での使用が承認

された。

酷暑地試験（日出生台演習場）

エ 結 果

主要諸元は次のとおりである。

乗 員：４ 名

全備重量：約１９．４ｔ

全 長：約７．４ｍ

全 幅：約２．５ｍ

全 高：約３．１ｍ

最高速度：約１００ｋｍ／ｈ

武 装：１２．７ｍｍ重機関銃

搭載ｾﾝｻ ：ＮＢＣ各種センサ※

※ 注 記

ＮＢＣ各種センサは、有毒化学剤、生

物剤及び放射線強度等を検知・識別・測

定する。



（９）地上レーダ装置１・２号

ア 目 的

現有地上レーダ装置１号及び２号の後継

として、偵察隊等に装備し主として地上に

おける移動目標を中距離及び短距離から監

視するために使用する新地上レーダ装置を

開発する。

イ 線 表

1 0 13 14 15 16 17年度 ～

12
実 装部内研究 試作（その１）

施 備試作（その２）

線 化技術試験

実用試験表

ウ 経 緯

(ｱ) 部内研究

平成１０～１２年度に、装置として保

持すべき機能・性能、技術的課題及び解

明要領、コスト等の検討を実施した。

(ｲ) 試 作

、 （ ）平成１３～１５年度に 試作 その１

としてシステム設計、新地上レーダ装置

１号通常タイプ（その１）及び新地上レ

ーダ装置２号を、試作（その２）として

新地上レーダ装置１号通常タイプ（その

２）及び新地上レーダ装置１号空投タイ

プ及び試験評価装置を試作した。

(ｳ) 技術試験

平成１５～１６年度に技術試験を実施

した。

１次試験は、１５年５月に単体・基本

性能試験（１）を第２研究所（三宿）で

実施した。

２次試験は、１５年６～７月に単体・

（ ） （ ）基本性能試験 ２ を第２研究所 三宿

及び東富士演習場で実施した。

３次試験は、１５年７～８月に酷暑地

性能試験を日出生台演習場で実施した。

４次試験は、１５年８～１０月に監視

・処理性能試験及び耐環境性試験をそれ

ぞれ東富士演習場及び第４研究所（相模

原）で実施した。

５次試験は、１５年１２月にシステム

連接性試験を東富士演習場で実施した。

６次試験は、１６年１～２月に寒冷地

性能試験を北海道大演習場で実施した。

７次試験は、１６年３月に空投性試験

を習志野駐屯地で実施した。

８次試験は、１６年５月に空輸性試験

を相馬原演習場及び小牧基地で実施し

た。

この結果、新地上レーダ装置は技術開

発実施計画書に記載された「設計の基本

となるべき装備品等の性能、諸元、構造

等」を満足することが確認された。

(ｴ) 実用試験

陸上自衛隊において平成１５年１０月

から１６年８月までの間実施され 「運、

用構想、装備を必要とする案件及び要求

性能に適合しており、部隊の使用に供し

得る 」ことが報告された。。

(ｵ) 部隊使用承認

平成１６年１２月に部隊での使用が承

認された。

エ 結 果

現用装備品にない多目標追尾・目標類別

支援等が可能であることを確認できたこと

から、迅速・正確に敵情を把握する装置が

実現できた。

(ｱ) 構 成

本装置は、新地上レーダ装置 号通常1
タイプ、新地上レーダ装置１号空投タイ

プ、新地上レーダ装置２号及び試験評価

装置から構成される。



(ｲ) 主要性能

項 目 機能・性能

多目標追尾 １号：６０目標

２号：２０目標

目標類別支援 指定した目標が人員、

装軌車、装輪車である

かの類別候補を表示

小型・軽量化 １号は高機動車に搭載

可能

２号は３名で分割・運

搬可能

オ 特記事項

制式化はせず。

カ 主な試作品の外観

(ｱ) 新地上レーダ装置１号通常タイプ

(ｲ) 新地上レーダ装置２号



（１０）基幹連隊指揮統制システム

ア 目 的

普通科連隊及び戦車連（大）隊等の部隊

に装備し、師団等と連接した連（大）隊～

中隊～小隊以下のコンピュータネットワー

クを構成して、彼我の状況を把握し、命令

等を伝達することにより、火力・機動の指

揮・統制を迅速・正確に行うために使用す

る基幹連隊指揮統制システムを開発する。

イ 線 表

10 11 12 13 14 15 16 17年度

実 装研究試作 所内試験 試作（その１）

施 備試作（その２）

線 化部内研究 技術試験

実用試験表

ウ 経 緯

(ｱ) 研究試作

平成１０～１１年度に、情報の収集・

処理・伝達方式、火力・機動の統制・調

整方式、ネットワーク方式に関する技術

資料を得るために研究試作を実施した。

(ｲ) 所内試験

平成１ ～１２年度に、５次にわたり1
システムモデル確認試験、機動統制モデ

ル確認試験及び火力統制モデル確認試験

等を第２研究所（三宿、目黒）及び東富

士演習場で実施し必要な技術資料を得

た。

(ｳ) 部内研究

平成１１～１２年度に、システムとし

て保持すべき機能・性能、技術的課題及

、 。び解明要領 コスト等の検討を実施した

(ｴ) 試 作

、 （ ）平成１３～１５年度に 試作 その１

としてシステム設計、連（大）隊本部用

（ ）、 （ ）、装置 その１ 中隊等用装置 その１

直轄小隊等用装置（その１ 、情報班等）

用装置（その１ 、射撃指揮班等用装置）

（ ） （ ）その１ 指揮官等用携帯装置 その１

装甲戦闘車用装置（その１ 、分隊長等）

用装置（その１）等、試作（その２）と

して連（大）隊本部用装置（その２ 、）

中隊等用装置（その２ 、直轄小隊等用）

装置（その２ 、情報班等用装置（その）

２）及び試験評価装置等を試作した。

(ｵ) 技術試験

平成１５～１６年度に技術試験を実施

した。

１次試験は、１５年７～８月に基本性

能試験（１）を第２研究所（三宿）及び

第４研究所（相模原）で実施した。

２次試験は、１５年８～９月に酷暑地

性能試験を日出生台演習場で実施した。

３次試験は、１５年９～１０月に基本

性能試験（２）を第２研究所（三宿）で

実施した。

４次試験は、１５年１０月及び１２月

に他システム連接試験を東富士演習場で

実施した。

５次試験は、１６年１月に寒冷地性能

試験を上富良野演習場で実施した。

６次試験は、１６年５～６月にシステ

ム総合試験を東富士演習場で実施した。

この結果、基幹連隊指揮統制システム

は技術開発実施計画書に記載された「設

計の基本となるべき装備品等の性能、諸

元、構造等」を満足することが確認され

た。

(ｶ) 実用試験

陸上自衛隊において平成１５年１１月

から１６年９月までの間実施され 「運、

用構想、装備を必要とする案件及び要求

性能に適合しており、部隊の使用に供し

得る 」ことが報告された。。

(ｷ) 部隊使用承認

平成１６年１２月に部隊での使用が承

認された。



エ 結 果

普通科連隊及び戦車連（大）隊等の部隊

が、火力・機動の指揮・統制を迅速・正確

に行うため、現有の通信基盤（データ専用

無線機、野外無線機等）を最大限活用して

野外コンピュータネットワークを構築し、

ＡＰ２０００アーキテクチャ（ＣＯＥで採

用したシステム開発手法）に準拠したソフ

トウェアの開発を行うとともに、民生品を

活用した効率のよい開発を行った。

(ｱ) 構 成

、 （ ） 、本システムは 連 大 隊本部用装置

中隊等用装置、直轄小隊等用装置、情報

班等用装置、射撃指揮班等用装置、指揮

官等用携帯装置、装甲戦闘車用装置、分

隊長等用装置、配属特科大隊等用装置及

び試験評価装置から構成される。

(ｲ) 主要機能・性能

項 目 機能・性能

コンピュータ マルチキャスト、ユニ

ネットワーク キャスト通信、ルーテ

制御 ィング機能の活用によ

り、野外の通信環境に

対応したコンピュータ

ネットワーク制御

センサ情報等 彼我識別判定支援及び

の統合支援 同一目標判定支援等の

処理により、操作員が

行う目標統合に関する

情報処理を支援

民生品の野外 技術的対処により、民

活用 生品の野外での活用を

可能とする。

オ 特記事項

制式化はせず。

カ 主な試作品の外観

(ｱ)連隊本部用装置（中央処理装置）

(ｲ)中隊等用装置

(ｳ)指揮官等用携帯装置



（１１）対空戦闘指揮統制システム

ア 目 的

経空からの脅威の趨勢に対応するため、

中・高空域における対空監視網を構成し、

目標情報資料の収集及び迅速・的確な対空

戦闘の指揮・統制を実施するために使用す

る対空監視レーダ及び指揮統制システムか

らなる対空戦闘指揮統制システムを開発す

る。

イ 線 表

1 4 16 17 18 19 20 21年度 ～

15
実 装部内研究 試作（その１）

施 備試作（その２）

線 化試作（その３）

技術試験表

実用試験

ウ 経 緯

(ｱ) 部内研究

平成１４～１５年度に、システムとし

て保持すべき機能・性能、技術的課題及

、 。び解明要領 コスト等の検討を実施した

(ｲ) 試 作

、 （ ）平成１６～２０年度に 試作 その１

としてシステム設計、対空戦闘指揮統制

装置Ⅰ型（その１）等、試作（その２）

として対空戦闘指揮統制装置Ⅰ型（その

２ 、対空戦闘指揮統制装置Ⅱ型、対空）

監視レーダ（その１ 、通信装置Ⅰ型・）

Ⅱ型、連接装置（その１）等、試作（そ

の３）として対空戦調整装置Ⅱ型、対空

監視レーダ（その２ 、指揮官・幕僚用）

端末装置、連接装置（その２ 、対空情）

報受信装置及び試験評価装置を試作し

た。

(ｳ) 技術試験

平成１８～２０年度に技術試験を実施

した。

１次試験は、１８年８月に性能確認試

験を三菱電機鎌倉製作所で実施した。

２次試験は、１９年５～８月に基本性

能試験を下志津駐屯地で実施した。

３次試験は、１９年８～９月に酷暑地

性能試験を大野原演習場で実施した。

４次試験は、１９年７～１０月にレー

ダ試験＃１及びシステム連接試験＃１を

それぞれ大野原演習場及び久里浜駐屯地

で実施した。

５次試験は、１９年１０月に耐環境性

・機動性能試験を陸上装備研究所（相模

原）で実施した。

６次試験は、１９年１２～２０年１月

に寒冷地性能試験を北海道大演習場で実

施した。

７次試験は、２０年３月に空輸性試験

を木更津駐屯地及び小牧基地で実施し

た。

８次試験は、２０年５月に総合性能試

験＃１を下志津駐屯地で実施した。

９次試験は、２０年６月に耐環境性・

（ ）機動性能試験を陸上装備研究所 相模原

で実施した。

１０次試験は、２０年６～７月にシス

テム連接試験＃２を下志津駐屯地及び入

間基地で実施した。

１１次試験は、２０年７～９月に総合

性能試験＃２を北熊本駐屯地及び大野原

演習場で実施した。

１２次試験は、２０年１２月に空輸性

試験を木更津駐屯地及び入間基地で実施

した。

１３次試験は、２１年１～２月に寒冷

地試験を北海道大演習場で実施した。

この結果、対空戦闘指揮統制システム



は技術開発実施計画書に記載された目標

性能を満足することが確認された。

(ｴ) 実用試験

陸上自衛隊において平成１９年１１月

から２１年２月までの間実施され 「運、

用構想、装備を必要とする案件及び要求

性能に適合しており、部隊の使用に供し

得る 」ことが報告された。。

(ｵ) 部隊使用承認

平成２１年５月に部隊での使用が承認

された。

エ 結 果

運用者の意見を試作の段階から積極的に

採り入れ、リアルタイム処理、相関統合処

理及び目標割当・配当等の処理シーケンス

について検討した結果、処理要領の妥当性

及び操用性に関して運用者から高い評価を

得ることが出来た。

(ｱ) 構 成

本システムは、対空戦闘指揮統制装置

Ⅰ型・Ⅱ型、対空戦調整装置Ⅱ型、対空

監視レーダ、通信装置Ⅰ型・Ⅱ型及び試

験評価装置等から構成される。

(ｲ) 主要機能・性能

項 目 機能・性能

命令伝送 リアルタイム処理・伝送

により命令伝送速度の短

縮

目標情報の相 指揮統制装置において対

関・統合 空目標情報の位置、類識

別等の同一性を判定

目標割当・配 交戦すべき目標を指揮統

当 制装置又は対空火器へ最

適配分

監視覆域 指揮統制装置で対空監視

レーダを制御し、監視覆

域を最適化

(続き)

項 目 機能・性能

探知距離 低レベルの目標信号の検

出により探知距離の延伸

目標類別 固定翼機、回転翼機、ミ

サイルの判別

小型軽量化 レーダ装置の１車両への

搭載

オ 主な試作品の外観

(ｱ) 対空戦闘指揮統制装置Ⅰ型

(ｲ) 対空監視レーダ



（１２）火力戦闘指揮統制システム

ア 目 的

野戦特科情報処理システム及び野戦特科

射撃指揮装置の後継として、野戦特科部隊

等に装備し、火力戦闘における目標情報の

収集・処理・伝達及び火力戦闘の指揮統制

を迅速・的確に実施するための火力戦闘指

揮統制システムを開発する。

イ 線 表

1 5 18 19 20 21 22 23年度 ～

17
実 装部内研究 試作（その１）

施 備試作（その２）

線 化技術試験

実用試験表

ウ 経 緯

(ｱ) 部内研究

平成１５～１７年度に、システムとし

て保持すべき機能・性能、技術的課題及

、 。び解明要領 コスト等の検討を実施した

(ｲ) 試 作

、 （ ）平成１８～２０年度に 試作 その１

としてシステム設計（その１ 、適用業）

務ソフトウェア（その１）等、試作（そ

の２）として方面隊用システム、師団用

システム、旅団用システム、大隊用シス

テム及び試験評価装置を試作した。

(ｳ) 技術試験

平成２０～２２年度に技術試験を実施

した。

１次試験は、２０年６～７月に基本性

能試験（１）を電子装備研究所（三宿）

で実施した。

２次試験は、２１年１０月に基本性能

試験（２）を富士駐屯地で実施した。

３次試験は、２１年１０～１１月にサ

ブシステム性能試験を富士駐屯地で実施

した。

４次試験は、２１年１１～１２月に連

接性能試験を久里浜駐屯地及び富士駐屯

地で実施した。

５次試験は、２２年１～２月にシステ

ム性能試験（１）を旭川駐屯地で実施し

た。

６次試験は、２２年２～３月にシステ

ム性能試験（２）を富士駐屯地で実施し

た。

７次試験は、２２年４～６月に総合性

能試験（１）を旭川駐屯地及び上富良野

演習場で実施した。

８次試験は、２２年６～８月に総合性

能試験（２）を旭川駐屯地、上富良野演

習場、矢臼別演習場及び陸上装備研究所

（相模原）で実施した。

９次試験は、２２年８～９月に耐環境

性試験を健軍駐屯地で実施した。

この結果、火力戦闘指揮統制システム

は技術開発実施計画書に記載された目標

性能を満足することが確認された。

(ｴ) 実用試験

陸上自衛隊において平成２２年１月か

ら２２年１０月までの間実施され 「運、

用構想、装備を必要とする案件及び要求

性能に適合しており、部隊の使用に供し

得る 」ことが報告された。。

(ｵ) 部隊使用承認

平成２３年１月に部隊での使用が承認

された。

エ 結 果

野戦特科部隊のみならず全職種の火器及

びセンサが直接又は他の指揮統制システム

を介して連接でき、目標情報資料の自動処

理や火力戦闘手段選定支援等、システム化

の範囲が拡大することにより、火力戦闘に

おける目標情報の収集、処理、伝達及び火

力戦闘の指揮統制を迅速かつ的確に実施す



ることが可能となった。

(ｱ) 構 成

本システムは、方面隊用システム、師

団用システム、旅団用システム、大隊用

システム及び試験評価装置から構成され

る。

(ｲ) 主要機能・性能

項 目 機能・性能

他の指揮統制システム

システム連接 と連接

各観測システム及び各

火器システムと連接

射撃要求等に基づき、

火力戦闘指揮 上・下級、隣接及び海

統制 上・航空自衛隊の火力

戦闘部隊の現況並びに

目標の種類・状態等か

ら、最適な火力戦闘部

隊・単位等の選定を支

援

情報収集・処 収集した目標情報資料

理・伝達 等を処理し、目標情報

に変換

火力統制時間 各観測システム又は各

観測機関による目標情

報資料の送信から、指

定した装置に対する射

撃任務等の付与までの

火力統制時間を短縮

オ 主な試作品の外観

(ｱ) 師団用システム（火力調整所用装置）

(ｲ) 大隊用システム（大隊指揮所装置）



担　当
開発室

装備化名（制式名） 試作件名
試　　作
着手年度

実用試験
終了年度

装備化
年　度

備　考

第１
開発室

０３式１５５ｍｍりゅう弾砲用多目的弾 １５５ｍｍりゅう弾砲用多目的弾 8 14 15

第４
開発室

地上無線機１～３号 新地上無線機 10 13 15

プラットホーム転倒防止付

緩衝機構部転倒防止付

第４
開発室

電子戦システム 新通信電子妨害システム 12 15 17

第４
開発室

師団通信システム（改） 師団通信システムのフォローアップ 13 16 17

第６
開発室

地上レーダ装置１・２号 新地上レーダ装置 13 16 17

第６
開発室

基幹連隊指揮統制システム 基幹連隊指揮統制システム 13 16 17

第１
開発室

０６式小銃てき弾 新小銃てき弾 14 17 18

第２
開発室

地雷探知器画像型 ８９式地雷探知器（改善） 14 18 19

第２
開発室

０７式機動支援橋 新架橋 15 18 19

第６
開発室

対空戦闘指揮統制システム 対空戦闘指揮統制システム 16 20 21

新戦車
開発室

１０式戦車 新戦車 14 21 22

第５
開発室

ＮＢＣ偵察車 ＮＢＣ偵察車 17 21 22

第６
開発室

火力戦闘指揮統制システム 火力戦闘指揮統制システム 18 22 23

第４
開発室

野外通信システム 新野外通信システム 19 23 24

第５
開発室

― 新除染セット 23 （26） （27）

第３
開発室

― 機動戦闘車 20 （27） （28）

第６
開発室

― 新電子戦システム 22 （28） （29）

 （  ）内は予定年度

技術開発件名一覧表

第５
開発室

新重物料投下器材 12 15 16


